
２１年度

5

千円

指導主事の職務として直接保育を指導することは、大変効率的である。地
域交流事業は、幼稚園を地域の子育て支援の拠点とするうえで最適であ
る。

＜５段階評価＞　　　５：極めて高い　４：高い　３：普通　２：低い　１：かなり低い

・手段の最適性
・コスト効率の向上
・受益者負担の適正化
・執行体制の効率化
など

前年度

今後の
方向性 訪問指導の工夫や改善を進め、一層の充実を図るとともに、保育所、小学校、中学校、家庭、地域と積極的な

連携を図りながら、幼稚園教育のさらなる充実を図る。

・活動目標の達成度
・成果の向上
・上位施策への貢献度
・市民サービスの向上
など

・目的の妥当性
・市民ニーズへの対応
・市が関与する必要性
・市が負担する必要性
など

４

４

前年度

効
率
性

訪問指導により、教諭の指導力が高まり、保育の質が高まった。地域交流
事業は各園で開催を工夫し、また、開催回数も増えるなど、成果を上げた。

整理番号 20

目標値の根拠・考え方

当初訪問、指導担当訪
問ともに計画どおり全園
で実施した。

教育委員会　　学校教育部　　教育指導課担当部課
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100.0%
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目標値

１８年度

5

5
６　その他　（学識経験者の意見等）

100.0%

地域交流事業を全園実
施している。

１項

電話番号

個別計画等
の名称

地域交流事業

達成率

２節

０４－２９５３－１１１１　　内線５６５２

幼稚園教育充実事業

～

次世代教育の充実

幼稚園教育充実事業

平成１３年度 0

学校教育法

実施計画
(H20～22)
事業名

３目

５章

教育内容の充実

直
接
費

決算額

国県支出金

8

12

12

100.0%

10

5

２０年度

当初訪問、指導担当訪
問の回数。Ｈ１９年度より
当初訪問と指導訪問共
に全園で実施。

5

100.0%

１　事務事業の基本事項

平成２１年度教育委員会事務点検評価（平成２０年度実施事務事業）評価表

人を育み文化を創造するまちをめざして

４　事業費

予算額

区　　　　　　　　分

事業費計（直接費決算額＋人件費）

財源
内訳

千円

達成率

58
園

100.0%

10

100.0%

0.22 0.220.20

千円

1,972 2,018

２０年度 ２１年度

00

100.0%

10

※
１単位当た
りの経費

5 5

1,794 1,972 2,018

単位

0 0

千円

１８年度 １９年度

千円

0 0

事務事業
の名称

実施期間

総合振興
計画に
おける
位置づけ

事業区分

実施根拠

8

1,794

その他特定財源

一般財源

千円

園

千円

実施幼稚園数

人

環境配慮

実施形態

224

従事職員数

人件費（従事職員数×平均給与）

千円

指標名

単位コスト

効率性
指標

幼児教育の充実

３　事務事業の実施状況と成果

目標値

達成率

回

目標値

実績値

実績値

区分

(

活
動
指
標

）

実
施
状
況

幼稚園訪問

２　事務事業の目的・内容

１園あたり

項目

４

目的

対象

活動内容

（下段）前年度
の方向性に対
する改善活動

 

事業開始
の背景等

社会の変化により、幼稚園教育に対する要望も多様化している。創造性に富み心豊かな園児の育成のため
に、より一層の教育内容の充実がもとめられている。

8 5

１９年度区分 単位

幼稚園訪問

指標名

(

（
成
果
指
標

）

成
果

実績値

目標値
園

実績値

達成率

394 404

５　事務事業の評価

評価の視点

10

5

評価

有
効
性

４
前年度

幼稚園訪問等の準備資料の簡素化を進めた。 ４

市立幼稚園

教育内容を充実し、きめ細やかな教育を推進することにより、生きる力を持った幼児の育成を図る。
評価理由

教育内容の充実のためには、各園に指導主事が訪問し、直接に保育を指
導する必要がある。地域交流事業を通じての子育て支援は、毎年参加人
数も増え、大きな効果を上げているので必要である。

４

　 　

経
費

人件費

個
別
評
価

必
要
性

・福祉系列の保育所にも同様の目配りが必要である。台東区では、保育所を教育委員会の所管としている。
・幼稚園教育の充実を図りつつ、地域交流事業の充実も求められる。子育て支援に係わるボランティア（例えば、子育て
支援コーディネーター）の導入なども課題となるのではないか。

)

幼児一人ひとりの個性を生かしながら、基礎的な生活習慣や態度及び豊かな心情や思考力を養えるよう、
指導訪問を通して、教育内容の充実を図った。また、家庭における子育ての支援の充実を図った。

継続

（前年度方向性評価）

100.0%100.0%

自治事務 法定受託事務 法定受託事務＋自治事務

直営 全部委託 一部委託 補助・負担 その他

継続 内容の見直し 抜本的見直し 廃止 休止 完了

指定管理


